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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第６期 

第２四半期 
連結累計期間 

第７期 
第２四半期 
連結累計期間 

第６期 

会計期間 
自 平成27年２月１日 
至 平成27年７月31日 

自 平成28年２月１日 
至 平成28年７月31日 

自 平成27年２月１日 
至 平成28年１月31日 

売上高 （百万円） 90,401 92,170 175,137 

経常利益 （百万円） 1,624 2,077 2,226 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,013 1,544 1,025 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,549 1,564 1,557 

純資産額 （百万円） 35,216 36,698 35,148 

総資産額 （百万円） 123,845 125,527 134,651 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 10.95 16.69 11.08 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 27.5 28.3 25.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 9,235 9,654 865 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,155 △406 △2,635 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △8,571 △10,309 3,549 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 17,929 19,140 20,201 

 

回次
第６期

第２四半期
連結会計期間

第７期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年５月１日
至 平成27年７月31日

自 平成28年５月１日
至 平成28年７月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △5.72 △3.27

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

 （文教市場販売事業）

 第１四半期連結累計期間において、当社の連結子会社である丸善株式会社が、同じく当社の連結子会社である株式

会社雄松堂書店を吸収合併しております。また丸善株式会社は、丸善雄松堂株式会社に商号を変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成28年２月１日～平成28年７月31日）におけるわが国経済は、政府の経済政策・

金融政策により緩やかな回復基調が続いているものの、新興国・資源国経済の減速や英国のＥＵ離脱などによる世

界経済の下振れが懸念され、国内においても消費マインドの低迷から節約志向は根強く、個人消費は引き続き低調

に推移するなど、依然として先行き不透明な厳しい状況が続いております。 

また、出版流通業界におきましては、書籍・雑誌販売額は11年連続で前年割れ（近年最大の減少率）し、書店数

は減少傾向、電子書籍販売額の急速な拡大に伴う紙による書籍の購買の減少など、大変厳しい状況にあります。 

このような状況のなか、当社グループはスクラップ＆ビルドの継続・ＦＣ契約の推進・文具部門の利益率の向上

などによる書店収益力の改善、大学市場の変化・教育への社会的ニーズに対応した事業の構造改革、図書館を核に

した地域活性化事業の推進に取組んでおります。 

その一環として当社の完全子会社であり、全国の高等教育機関、各社研究機関への営業ネットワークを有する丸

善株式会社と専門性の高い研究者向けコンテンツの調達力・開発力を有する株式会社雄松堂書店の強みを効果的に

発揮できる組織体制を構築し、一層価値あるコンテンツサービスを提供していくことを目指し、当期（平成28年２

月１日）より両社を経営統合し、「丸善雄松堂株式会社」に商号変更しております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、文教市場販売事業及び図書館サポート事業が順調に伸長し、

売上高は921億70百万円（前年同期比2.0％増）と増収となり、加えて販管費も削減した結果、営業利益は20億49百

万円（前年同期比25.8％増）、経常利益は20億77百万円（前年同期比27.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は15億44百万円（前年同期比52.4％増）とそれぞれ増益となりました。 

 

セグメント別の業績は次の通りであります。 

 

［文教市場販売事業］ 

当事業は以下の事業を行っております。 

１．図書館（公共図書館・学校図書館・大学図書館）に対する図書館用書籍の販売、汎用書誌データベース「Ｔ

ＲＣ ＭＡＲＣ」の作成・販売及び図書装備（バーコードラベルやＩＣタグ等の貼付等）や選書・検索ツー

ル等の提供 

２．大学などの教育研究機関や研究者に対する学術研究及び教育に関する輸入洋書を含む出版物（書籍・雑誌・

電子ジャーナル、電子情報データベースほか）や英文校正・翻訳サービスをはじめとする研究者支援ソリュ

ーションの提供 

３．教育・研究施設、図書館などの設計・施工と大学経営コンサルティングをはじめとする各種ソリューション

の提供 

４．大学内売店の運営や学生に対する教科書・テキストの販売等 

 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、公共及び大学図書館、研究機関向け書籍販売が順調に推移

し、また、教育・研究施設、図書館などの設計・施工において大型案件の受注が増加した結果、売上高は347億93

百万円（前年同期比2.4％増）と増収となりました。増収効果に加え、利益率の改善及び販管費の減少もあり、営

業利益は20億96百万円（前年同期比52.4％増）と増益となりました。 

 

［店舗・ネット販売事業］ 

当事業は、主に全国都市部を中心とした店舗網において和書・洋書などの書籍をメインに、文具・雑貨・洋品ま

で多岐にわたる商品の販売を行っております。 
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店舗の状況といたしましては、平成28年２月に「立川高島屋店」を開店し、３月に「千日前店」を閉店しまし

た。この結果、平成28年７月末時点で89店舗となっております。（内、４店舗は「ＭＡＲＵＺＥＮ」「ジュンク堂

書店」の店舗名ではありません。また当期より同一施設内に併設している店舗につきましては１店舗としてカウン

トする方法に変更したため、前期末より店舗数が減少しております。） 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、消費者マインドの冷え込みによる消費支出の抑制等の影響か

ら、売上高は364億72百万円（前年同期比1.6％減）と減収となり、新規開店・改装及び閉店に伴う費用の計上等も

あったことから販管費が増加し、１億93百万円（前年同期28百万円の営業損失）の営業損失となりました。 

 

［図書館サポート事業］ 

当事業は、図書館の業務効率化・利用者へのサービス向上の観点から、カウンター業務・目録作成・蔵書点検な

どの業務の請負、地方自治法における指定管理者制度による図書館運営業務、ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）による図書館運営業務及び人材派遣を行っております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、図書館受託館数は期初1,091館から128館増加し、平成28年７

月末時点では1,219館（公共図書館505館、大学図書館176館、学校図書館他538館）となり順調に推移しておりま

す。 

その結果、当事業の売上高は112億31百万円（前年同期比10.4％増）と増収となり、営業利益は10億28百万円

（前年同期比10.0％増）と増益となりました。 

 

［出版事業］ 

当事業は、『理科年表』をはじめとする理工系分野を中心とした専門書・事典・便覧・大学テキストに加え、絵

本・童話などの児童書、図書館向け書籍の刊行を行っております。また医療・看護・芸術・経営など多岐にわたる

分野のＤＶＤについても発売を行っております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、専門分野として『サイエンス・パレット 気候～変動し続け

る地球環境』『植物学の百科事典』『極論で語る総合診療』『プログラミング言語Ｇｏ』『古典・新作 落語事

典』、児童書として『ルルとララシリーズ』『ぬのえほんベビー ペネロペとあそぼう』『こばとちゃんとあひる

ちゃん きょうはあめふり』など、合計新刊134点（前年158点）を刊行いたしました。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、新刊刊行数減少等の影響により、売上高は22億23百万円（前

年同期比3.0％減）と減収となり、加えて棚卸評価損の積み増し等原価が増加したため、営業利益は74百万円（前

年同期比65.1％減）と減益となりました。 

 

［その他］ 

当事業は、書店やその他小売店舗を中心に企画・設計デザインから建設工事・内装工事・店舗什器・看板・ディ

スプレーなどのトータルプランニング（店舗内装業）や図書館用図書の入出荷業務、Ａｐｐｌｅ製品やパソコンの

修理・アップグレード設定等の事業（株式会社図書館流通センターの子会社であるグローバルソリューションサー

ビス株式会社による）、総合保育サービス（株式会社図書館流通センターの子会社である株式会社明日香による）

を行っております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、店舗内装業の売上高が伸長したことにより、売上高は74億49

百万円（前年同期比8.4％増）と増収となり、営業利益は３億81百万円（前年同期比3.9％増）と増益となりまし

た。 
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(2）財政状態の分析

① 資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて93億52百万円減少し、898億18百万円となりました。これは、現金及び

預金は８億23百万円、前渡金は15億50百万円、その他が58億94百万円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて２億40百万円増加し、356億39百万円となりました。これは、有形固定

資産が３億20百万円減少しましたが、投資その他の資産が６億78百万円増加したことなどによります。

繰延資産は、前連結会計年度末に比べて11百万円減少し、69百万円となりました。これは、社債発行費が11百万

円減少したことによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて91億23百万円減少し、1,255億27百万円となりました。 

② 負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて137億56百万円減少し、633億44百万円となりました。これは、短期借入

金が126億84百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて30億82百万円増加し、254億84百万円となりました。これは、長期借入

金は21億53百万円、その他は10億54百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて106億73百万円減少し、888億28百万円となりました。

③ 純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末と比べて15億50百万円増加し、366億98百万円となりました。これは、利益

剰余金が15億44百万円増加したことなどによります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は191億40百万円

となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は、96億54百万円（前年同期比４億19百万円の収入増）となりました。これは主

に、その他流動資産の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、４億６百万円（前年同期比７億49百万円の支出減）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、103億９百万円（前年同期比17億37百万円の支出増）となりました。これは主

に、短期借入金の減少によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年９月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 92,554,085 92,554,085
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 100株

計 92,554,085 92,554,085 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年５月１日～

平成28年７月31日
－ 92,554 － 3,000 － 11,464
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（６）【大株主の状況】

    平成28年７月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 49,028 52.97 

工藤 恭孝 兵庫県芦屋市 7,107 7.67 

株式会社講談社 東京都文京区音羽２丁目12番21号 4,028 4.35 

株式会社トーハン 東京都新宿区東五軒町６番24号 3,694 3.99 

有限会社宝生堂 兵庫県芦屋市月若町３番13号 3,225 3.48 

株式会社小学館 東京都千代田区一ツ橋２丁目３番１号 2,203 2.38 

石井 昭 東京都文京区 2,020 2.18 

丸善ＣＨＩホールディングス 

従業員持株会 
東京都新宿区市谷左内町31番地２ 1,996 2.15 

新田 満夫 東京都文京区 1,950 2.10 

川村 裕二 静岡県焼津市 928 1.00 

計 － 76,184 82.31 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    3,900
－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式

92,498,000
924,980 －

単元未満株式
 普通株式

52,185
－ －

発行済株式総数 92,554,085 － －

総株主の議決権 － 924,980 －

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が30株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年７月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

丸善ＣＨＩホールディング

ス株式会社

東京都新宿区市谷左内町31

番地２
3,900 － 3,900 0.00

計 － 3,900 － 3,900 0.00
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年５月１日から平

成28年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年２月１日から平成28年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年１月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 20,663 19,840 

受取手形及び売掛金 ※ 18,742 ※ 18,117 

商品及び製品 43,667 43,538 

仕掛品 884 644 

原材料及び貯蔵品 942 857 

前渡金 5,291 3,741 

繰延税金資産 228 202 

その他 8,814 2,919 

貸倒引当金 △64 △42 

流動資産合計 99,170 89,818 

固定資産    

有形固定資産 21,075 20,755 

無形固定資産 1,505 1,388 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,119 4,180 

敷金及び保証金 7,212 7,905 

その他 1,601 1,497 

貸倒引当金 △116 △87 

投資その他の資産合計 12,817 13,496 

固定資産合計 35,399 35,639 

繰延資産 81 69 

資産合計 134,651 125,527 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年１月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※ 22,252 ※ 20,997 

短期借入金 35,260 22,575 

1年内返済予定の長期借入金 3,927 4,036 

リース債務 326 320 

前受金 5,385 5,762 

未払法人税等 734 509 

賞与引当金 290 213 

返品調整引当金 221 149 

ポイント引当金 196 199 

その他 8,507 8,580 

流動負債合計 77,101 63,344 

固定負債    

社債 5,880 5,820 

長期借入金 7,350 9,504 

リース債務 391 390 

役員退職慰労引当金 170 168 

退職給付に係る負債 4,745 4,683 

その他 3,863 4,917 

固定負債合計 22,401 25,484 

負債合計 99,502 88,828 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,000 3,000 

資本剰余金 14,217 14,217 

利益剰余金 17,107 18,651 

自己株式 △1 △1 

株主資本合計 34,324 35,868 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △337 △366 

繰延ヘッジ損益 △12 － 

退職給付に係る調整累計額 13 △0 

その他の包括利益累計額合計 △336 △366 

非支配株主持分 1,160 1,197 

純資産合計 35,148 36,698 

負債純資産合計 134,651 125,527 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 

 至 平成27年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年７月31日) 

売上高 90,401 92,170 

売上原価 69,553 71,096 

売上総利益 20,847 21,073 

販売費及び一般管理費 ※ 19,218 ※ 19,024 

営業利益 1,628 2,049 

営業外収益    

不動産賃貸料 216 156 

その他 236 246 

営業外収益合計 453 402 

営業外費用    

支払利息 179 148 

不動産賃貸費用 110 80 

支払手数料 88 91 

その他 79 54 

営業外費用合計 458 374 

経常利益 1,624 2,077 

特別利益    

固定資産売却益 - 52 

投資有価証券売却益 42 74 

その他 - 31 

特別利益合計 42 158 

特別損失    

固定資産除却損 17 13 

投資有価証券評価損 - 21 

減損損失 7 43 

金利スワップ解約損 - 52 

その他 0 - 

特別損失合計 24 130 

税金等調整前四半期純利益 1,642 2,105 

法人税、住民税及び事業税 555 466 

法人税等調整額 △4 39 

法人税等合計 550 506 

四半期純利益 1,092 1,598 

非支配株主に帰属する四半期純利益 78 54 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,013 1,544 

 

- 13 -



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 

 至 平成27年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年７月31日) 

四半期純利益 1,092 1,598 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 402 △32 

繰延ヘッジ損益 37 12 

退職給付に係る調整額 △2 0 

持分法適用会社に対する持分相当額 20 △15 

その他の包括利益合計 457 △34 

四半期包括利益 1,549 1,564 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,469 1,513 

非支配株主に係る四半期包括利益 80 50 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 

 至 平成27年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,642 2,105 

減価償却費 1,303 822 

売上債権の増減額（△は増加） 2,981 618 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,060 454 

仕入債務の増減額（△は減少） △495 △693 

前渡金の増減額（△は増加） 1,798 1,550 

前受金の増減額（△は減少） 917 377 

その他 3,737 5,194 

小計 9,825 10,431 

利息及び配当金の受取額 94 91 

利息の支払額 △186 △162 

法人税等の支払額 △499 △705 

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,235 9,654 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △858 △2,162 

有形固定資産の売却による収入 0 1,970 

無形固定資産の取得による支出 △136 △145 

敷金及び保証金の差入による支出 △756 △103 

敷金及び保証金の回収による収入 643 168 

その他 △47 △133 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,155 △406 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,599 △12,684 

長期借入れによる収入 2,702 5,030 

長期借入金の返済による支出 △2,500 △2,766 

その他 △173 111 

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,571 △10,309 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △492 △1,060 

現金及び現金同等物の期首残高 18,421 20,201 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,929 ※ 19,140 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった株式会社雄松堂書店を、連結子会社である丸善株式

会社との吸収合併による消滅に伴い連結の範囲から除外しております。

なお合併に伴い、存続会社の商号を丸善雄松堂株式会社に変更しております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

 なお、企業結合会計基準等の適用に伴う影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年１月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年７月31日）

受取手形 13百万円 23百万円

支払手形 444 〃 648 〃

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年２月１日 

  至 平成27年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年２月１日 

  至 平成28年７月31日） 

給料及び手当 6,667百万円 6,844百万円 

賃借料 3,990 〃 4,078 〃 

賞与引当金繰入額 153 〃 135 〃 

退職給付費用 161 〃 164 〃 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年２月１日
至 平成28年７月31日）

現金及び預金 18,690百万円 19,840百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △761  〃 △700  〃

現金及び現金同等物 17,929百万円 19,140百万円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年７月31日）

１．配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日）

１．配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年７月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上
額 
（注）３ 

 
文教市場
販売事業 

店舗・ネ
ット販売
事業 

図書館サ
ポート事
業 

出版事業 計 

売上高                  

外部顧客への売

上高 
33,984 37,075 10,175 2,292 83,528 6,873 90,401 － 90,401 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

235 164 43 306 749 812 1,561 △1,561 － 

計 34,219 37,239 10,218 2,599 84,277 7,685 91,963 △1,561 90,401 

セグメント利益又

は損失（△） 
1,375 △28 934 213 2,495 366 2,862 △1,233 1,628 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設

計・施工に関する事業、倉庫業、Ａｐｐｌｅ製品・ＰＣ修理に関する事業、総合保育サービス事業及びその

他の事業等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引の消去93百万円、各報告セグメントに報告さ

れない全社費用△1,326百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用でありま

す。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連
結損益計
算書計上
額 
（注）３ 

 
文教市場
販売事業 

店舗・ネ
ット販売
事業 

図書館サ
ポート事
業 

出版事業 計 

売上高                  

外部顧客への売

上高 
34,793 36,472 11,231 2,223 84,720 7,449 92,170 － 92,170 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

41 204 59 285 591 922 1,514 △1,514 － 

計 34,835 36,677 11,290 2,508 85,311 8,372 93,684 △1,514 92,170 

セグメント利益又

は損失（△） 
2,096 △193 1,028 74 3,006 381 3,387 △1,338 2,049 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設

計・施工に関する事業、倉庫業、Ａｐｐｌｅ製品・ＰＣ修理に関する事業、総合保育サービス事業及びその

他の事業等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引の消去125百万円、各報告セグメントに報告

されない全社費用△1,463百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年２月１日
至 平成28年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10円95銭 16円69銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 1,013 1,544

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（百万円）
1,013 1,544

普通株式の期中平均株式数（千株） 92,551 92,550

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年９月12日

丸善ＣＨＩホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

明治アーク監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 笹  山       淳   ㊞ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 二 階 堂   博   文   ㊞ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 寺  田   一   彦   ㊞ 

 

         

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸善ＣＨＩホー

ルディングス株式会社の平成28年２月１日から平成29年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28

年５月１日から平成28年７月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年２月１日から平成28年７月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸善ＣＨＩホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年７月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


	カバー目次
	【表紙】
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	(1)【四半期連結貸借対照表】
	(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
	【注記事項】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	当年／レビュー報告書

